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1. はじめに

自民党
令和3年政策パンフ
レットより



2. 核分裂炉と核融合炉の比較

核分裂炉 核融合炉（開発中）

CO2排出量

燃料資源

放射性廃棄物

技術的課題

少ない

ウラン
・増殖炉により数十倍
・海水からの回収

少ない

重水素と３重水素
・重水素（海水から）
・リチウム（鉱物、海水から）

高レベル廃棄物
低レベル廃棄物

・地層処分、消滅技術

高レベル廃棄物は無い
低レベル廃棄物

・低放射化材料開発

・早期に実用化
・軽水炉
高経年化対策

・高速炉
実用化には経済性

・はるかに難しく、
ようやく実験炉ITER計画
・実用化には材料開発など
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〇 核分裂炉の仕組み（ウラン燃料と核分裂反応）

ペレット（ウラン酸化物のセラミックス固体）内で、ウラン
２３５が核分裂して、主に核分裂生成物の運動エネルギー
が熱エネルギーとなる。

天然ウラン（U235が約0.7％、U238が約99.3％）から
濃縮によりウラン燃料（U235が約３～５％）をつくる。

出典：日本原子力文化財団、原子力・エネルギー図面集に加
筆
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3. 核融合炉の仕組み

出典：日本原子力研究開発機構（現量子科学研究機構） 那珂核融合研究所HP

プラズマ（ほぼ真空に近い）内で核融合反応を起こし、主に
中性子の運動エネルギーをブランケットで熱に変換する。

超伝導マグネットにより
プラズマをドーナツ型
容器に閉じ込めて、
約1億度に加熱する。
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〇 太陽における核融合反応
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「宇宙や太陽のエネルギーは核融合」

恒星

太陽

・太陽における核融合反応：
中心部は高温（約1600万度）と高密度（鉄の約20倍）で、
水素（H)の原子核が核融合によりヘリウム（He)の原子核
となり膨大なエネルギー（26.7MeV)を生じる。
4H➡He＋2e+

太陽は地球の約33万倍の質量をもち重力によりプラズマ
を閉じ込めている。

・地上の核融合炉：
水素同位体の重水素（D）と三重水素(T、トリチウム）の原
子核が融合しエネルギーを生じる。
D + T ➡ He(3.5MeV) + n(14.1MeV)
核融合炉ではプラズマを磁場で閉じ込める。

この他にDD反応やD３He反応があるが、DT反応の確率が
他より2桁以上大きくエネルギー発生量も大きい。したがっ
て核融合炉の早期実現を目指してDT反応を利用する研究
開発が進んでいる。



〇 核融合反応のローソン条件

図出典：量子科学技術研究開発機構
那珂核融合研究所HP

・水素同位体の重水素と三重水素(トリチウム）の原子
核が融合反応しエネルギーを生じる。

D + T ➡ He(3.5MeV) + n(14.1MeV)

・核融合反応を維持するには、プラズマの温度、密度、
閉じ込め時間が一定の条件（ローソン条件）を満たす
必要がある。

・プラズマ閉じ込め研究の進展により、日本のJT-60
装置や欧州のJET装置により臨界プラズマ条件（外部
から加えたエネルギーと発生したエネルギーが等しく
なる条件）が達成された。

・現在は、自己点火条件（外部からエネルギーを加える
こと無しに核融合反応が持続する条件）を目指す段階
にある。

（図は磁場閉じ込めトカマク型のデータ）

7



〇 プラズマ 閉じ込め方式

出典：文部科学省「核融合
エネルギーの実現に向け
て」ＨＰ

・プラズマ閉じ込め
には磁場方式と慣
性方式がある。磁
場配位にはトカマ
ク型やヘリカル型
などがあり、慣性
閉じ込め方式では
強力なレーザー
ビームの集束を用
いる。

・図に示すように、
我が国の研究開発
は世界のトップレ
ベルにある。
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超伝導磁石材料（プラズマ閉じ込
め）

超伝導コイル

構造材料（構造保持、安全性）

真空容器、ブランケット

クライオスタット

プラズマ対向機器材料

（安全性、プラズマ制御）

ダイバータ、アーマ

増殖材料（T増殖）

ブランケット

４．核融合炉の機器材料



〇 ダイバータとブランケットの構造材料

• ダイバータ用高熱流束材料
ダイバータは核融合反応生成物のHe灰を排
気するために、プラズマから高い熱流束と粒子
負荷を受ける。

代表的材質：タングステン金属（W)

条件：高い融点(約3000℃)と溶融抵抗。小さ
なスパタリング率(イオン粒子による表面損傷)。

課題：中性子照射による脆化。冷却管材やヒー
トシンク材との接合など。

• ブランケット用低放射化構造材料
ブランケット構造材は重要な圧力境界で、中性
子照射条件で十分な機械的強度を保つととも
に誘導放射能が低い必要がある。

代表的材質：低放射化フェライト鋼

条件：熱衝撃特性（熱伝導率が大、高温強度が
大など）に優れ、照射に強いことが要求される。
放射化元素を含まない。

課題：中性子照射データなど。
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核融合炉には種々のコンポーネントがあり、それらの機器材料は下記例のように特有の使用条件において
性能を満たす必要がある。

核融合中性子のエネルギー（14MeV)は核分裂中性子に比べ
て１桁大きいので、原子はじき出し損傷量とガス元素（H、He)
生成量が比較的多く、照射データの取得が重要。

➡➡➡ 核融合材料照射用の中性子源



〇 ブランケットの役割
・ブランケットの役割は、（１）トリチウム燃料生産、（２）エネルギー変換、（３）放射線遮蔽。
トリチウム(T)はリチウム6(６Li)と中性子の核反応により生産する： ６Li ＋ ｎ ➡ T + ４He
・ITER計画では、（３）の遮蔽機能だけのブランケットを主に用いるが、一部にテストブランケットモヂュールTBM
を用い（１）と（２）の機能も試験する予定。
・日本のTBM計画では図のように、トリチウム生産にはリチウム化合物と中性子増倍材ベリリウムを用い、エネル
ギー変換には冷却材として水を用い、構造材料には耐熱性・耐照射損傷性・低誘導放射能特性のフェライト鋼を
用いる（固体増殖材／水冷却／フェライト鋼方式）を開発している。
・EUのTBM計画では、（固体増殖材／ヘリウムガス冷却／フェライト鋼方式）を開発している。

・日本では、より先進的な設計として（液体リチウム増殖材／液体リチウム冷却／バナジウム合金方式）も研究さ
れている（核融合科学研究所）。

図出典：量子科学技術研究開発機構
六ケ所核融合研究所HP
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核融合炉ブランケット第一壁構造材料の
接触線量率減衰特性
5ＭＷ/㎡の中性子負荷で2年間運転後

F82HはFe-8Cr-2W-V,Ta鋼、
V合金はV-4Cr-4Tiを想定
（日本原子力研究所・西尾）

炉停止後の経過／年
接
触
線
量
率
／

S
v
／
時

〇 核融合炉停止後の低放射化材料の表面線量率変化
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〇 原子力発電所の解体放射性廃棄物

核融合エネルギーの技術的実用性計画の拡がりと裾野としての基礎研究に関する
報告書（平成12年）



5. 核融合エネルギーの段階的開発戦略

出典：文部科学省「核融合エネルギーの実現に向けて」ＨＰ
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6. ITER計画

出典：量子科学技術研究開発機構

自己点火・燃焼プラズマの達成
核融合出力 50万kW
燃焼時間 300秒～定常
エネルギー増倍率 5以上
（Q = 出力 / 入力）

日本がEUと並んで
主導的な役割



〇 ITER計画 国際協力の進展
International Thermo-nuclear Experimental Reactor
国際熱核融合実験炉

・ITER（イーター）は核融合エネルギーが科学
技術的に成立することを実証するために、核融
合実験炉を実現しようとする国際プロジェクト。

・ITER計画は1985年に米国・レーガン大統領
とソ連・ゴルバチョフ首相が国際協力で進める
ことで合意し、1988年より米国、ソ連、日本、
EUの４極でスタートした。その後に韓国、中国
を加えて建設サイトの協議が行われ、日本の六
ケ所とフランスのカダラッシュが誘致に立候補。

・2005年に、建設地はフランスのカダラッシュ
（現在のサン・ポール・レ・デュランス）に決定。

・ITER機構の初代機構長に日本の池田要氏
（前クロアチア大使）が就任、２代目には日本の
本島修氏（前核融合科学研究所長）が就任。

・現在の組織は３代目機構長がフランスのB.ビ

ゴ氏（前フランス原子力庁長官）、副機構長は日

本の多田栄介氏（量子科学技術研究機構より）

である。

・ITER計画は現在、日本・欧州・米国・ロシア・

韓国・中国・インドの7極により進められている。

2025年の運転開始を目指し、2020年に本体

組み立て開始。

・日本とEUの参加で、BA（Broader

Approach 幅広いアプローチ）活動が日本の

六ケ所と那珂で実施されている。
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〇 ITER計画 主要機器の設計製作と企業の参画
ITERの主要機器を日本が製作分担しており、その設計製作に多数の企業が関わっている。

（量子科学技術研究開発機構・ITER計画 HPより）

ITER調達機器の設計製作に関わる企業例

・日鉄エンジニアリング
・ジャパンスーパーコンダクタテクノロジー
・三菱重工
・キャノン電子管デバイス
・東芝エネルギーシステムズ
・金属技研
・ゼネラルエンジニアリング
・三菱電機
・古川電気工業
・トヤマ
・日立
・日立金属
他多くの茨城県内企業

17



7. 幅広いアプローチ(BA)活動
・ITER計画と並行して、日本とEUが協力し原型炉に必要な技術開発を「幅広いアプローチ活動」として進めている。
・原型炉設計や材料開発などをIFERCとして、核融合材料照射用の中性子源の加速器開発をIFMIF/EVEDAとして、
六ケ所で進めている。
・超電導大型トカマク装置 JT-60SA を那珂に建設し、2020年度に試験運転を開始した。

出典：文部科学
省「核融合エネ
ルギーの実現に
向けて」ＨＰ

Broader Approach 
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8. 原子力技術との関係

共通の技術基盤：

・ 原子炉工学技術（冷却・除熱技術、
耐熱材料、発電技術など）

・ 放射線・RI取り扱い技術（トリチウム燃
料、遮蔽、放射性廃棄物処理など）

・ 試験用原子炉（候補材料やブランケット
機器の中性子照射試験）

・ 大型構造物設計製造

・ システム統合技術
19

高速炉技術との関係例：

・耐熱構造材料（例：低スウェリング
フェライト鋼から低放射化フェライト鋼
開発へ）
・中性子照射試験（高速実験炉「常陽」
による核融合炉材料照射実験）
・液体金属技術（核融合中性子源ター
ゲット用の液体リチウム実験、液体ブ
ランケット設計の基礎データ）

核融合炉開発には原子力技術・産業が着実に進むことが必要

K.Abe



〇 核融合炉材料開発には核分裂炉技術が不可欠

• 構造材料の例

低放射化フェライト鋼

鉄鋼材料技術
（溶解、加工、熱処理、溶接など）

耐熱鋼の実績

• 照射損傷評価に原子炉を
活用

国内：

ＪＭＴＲ材料試験炉

ＪＯＹＯ高速実験炉

米国：

ＨＦＩＲ高中性子束

同位体炉

など

20
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科学技術・学術審議会核融合科学技術委員会 2018年
9．



〇 原型炉に向けた核融合技術の開発戦略

以下の原型炉構成要素について技術基盤
構築チャートを提案（H27年 第 43 回核融
合研究作業部会報告より）

（1）超伝導コイル開発
（2）ブランケット開発
（3）ダイバータ開発
（4）加熱・電流駆動システム開発
（5）理論・計算機シミュレーション研究
（6）炉心プラズマ研究
（7）核融合燃料システム開発
（8）核融合炉材料開発と規格・基準策定
（9）核融合炉の安全性と安全研究
（10）稼働率と保守性
（11）計測・制御開発

「核融合原型炉研究開発の推進に向けて」
（H29 年 12 月 科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会 核融合科学技術委員会 報告書）

1. 本報告書の背景
2. エネルギー情勢と社会的要請の変化
3. 原型炉に向けた核融合技術の開発戦略
4. 原型炉に求められる基本概念
5. 技術課題解決に向けた開発の進め方
・ 開発計画立案の考え方
・産学官の研究開発体制
・人材育成・確保
・国際協力
・原型炉の安全基準の策定
・開発ロードマップの作成

6. 原型炉段階への移行に向けた考え方
・ 移行判断とチェックアンドレビュー
・ ITER 計画・BA 活動を踏まえた見直し
・アウトリーチ活動
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〇 研究開発組織と人材育成

研究開発組織

国立研究所組織（プロジェクト研究）
・量子科学技術研究開発機構 QST
・那珂核融合研究所 JT-60SA
・六ケ所核融合研究所 BA活動拠点
・ITER日本国内機関

大学共同利用研究所（学術研究）
・核融合科学研究所 NIFS
大型ヘリカル装置LHD プラズマ実験
炉工学研究センター 先進ブランケット

大学
・大阪大学 レーザー科学研究所
・各大学の関連センター、研究室

企業
・ITER、BA、JT-60SA等の機器設計製作

人材育成

長期に亘る研究開発を持続的に推進するためには、
人材育成が極めて重 要である。そのためには、
ITER 計画・BA 活動や先進的な学術研究を有機
的に連携させ、原型炉研究開発に必要な人材を産
学官の緊密な連携のもと育成。放射線利用分野や
原子力分野は核融合分野との共通部分が多く、そ
れらの分野と連携した人材育成は有益。
（H29 年 12 月 科学技術・学術審議会
研究計画・評価分科会 核融合科学技術委員会 報告書）

大学院
・総合研究大学院大学 DC
・各大学 DC、MC

国際プロジェクト活動との連携
・ITER計画 ・日欧BA計画
・2国間協定（日米協力事業など）
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〇 第6次エネルギー基本計画（資源エネルギー庁 令和3年10月）



11. まとめ
・核融合炉の研究開発は、国際熱核融合実験炉ITERの本体組み立てが本格化し2025年の実験開始を目

指している。日本は設計や主要機器の分担において主導的役割を果たしており、国内企業の貢献も大きい。
・国内の拠点において日欧協力による超伝導トカマク装置JT-60SAが完成し、核融合中性子源（IFMIF）用
の加速器の実験も開始された。
・発電実証を目指す原型炉に向けて、概念設計や要素技術研究とともに開発戦略の検討が進められた。
・学術研究分野においても、大型ヘリカル装置LHDの実験やレーザーによる慣性閉じ込め実験で世界トップク
ラスの成果が出ている。
・核融合炉工学分野では放射線利用や原子炉利用と共通の技術基盤が多いので、核融合炉開発には原子力
技術・産業が着実に進むことが重要である。
・特に核融合炉材料の開発には原子炉を用いた照射実験が不可欠である。
・産官学の緊密な連携と人材育成が長期的に必要である。
・カーボンニュートラルの実現に向けて各国で核融合開発競争が2020年頃より加速している。我が国でも
自民党の令和3年政策にとりあげられた。

核融合関係の主なホームページ先：
・文部科学省「核融合エネルギーの実現に向けて」
・量子科学技術研究開発機構（核融合部門、那珂核融合研究所、
六ケ所核融合研究所、ITER)
・核融合科学研究所
・大阪大学レーザー科学研究所

・日本原子力学会 核融合工学部会
・プラズマ・核融合学会
・核融合エネルギーフォーラム

企業の活動紹介例
・東芝エネルギーシステムズ、核融合関連活動など
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